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午前１０時００分 開会 

○柏木座長 定刻になりましたので、ただいまから第１回のエネルギー・環境イノベーション

戦略推進ワーキンググループを開催させていただきたいと思います。 

 １１月４日にパリ協定が、インドが批准して３０日後ということで法的な拘束力を持つ状況

になったことは、本当に潮目が変わったと言ってもいいぐらいの大きな変化だと理解しており

まして、そういう意味では、それを見越した上で久間先生を初め内閣府の中でこういうエネル

ギー・環境イノベーション戦略、すなわちＮＥＳＴＩ ２０５０というものを昨年、総理大臣

に提言できたことは極めて大きな意義があると思っております。 

 改めていろいろと読み返してみますと、総合科学技術の計画の中で日本発で世界に発信した

Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０、狩猟社会から農耕社会、工業社会、情報化社会を踏まえてサイバー

レイヤーと物流レイヤーが高度に関連し合って人間オリエンテッドの社会を築いていく、それ

をまたさらにＮＥＳＴＩ ２０５０で、エネルギー、環境の分野でこれを具現化すべく技術開

発、あるいはそのシステム・オブ・システムズとはどうあるべきなのか。もちろんＩｏＴ、ビ

ッグデータ処理、これを決めるのがＡＩだ、そういうことを明確にしながらコアテクノロジー

まで、センサテクノロジーだとかいうことをきちっと、具体的な今後の技術開発の課題に関し

ても言及したＮＥＳＴＩ ２０５０というのは、これから非常に高く評価されるだろうと考え

ておりますし、特にこれは首相見解ということになりますから、インター省庁もこれで進んで

いくと考えておりまして、これを推進する新たに発足したこの推進ワーキンググループは、ま

すます重要視されていくものだと思っております。 

 どうぞよろしくお願いします。 

 それでは、出席者及び資料の確認を事務局からお願いします。 

○鷹觜ディレクター おはようございます。本日はよろしくお願いいたします。 

 初めに、構成員の皆様を御紹介いたします。 

 本日はワーキンググループの初回ですが、時間の都合上、お名前の紹介のみとさせていただ

きます。 

 まずは座長をお願いしております柏木孝夫様。 

 泉井良夫様。 

 小林哲彦様。 

 須藤亮様。 

 髙原勇様。 
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 田中加奈子様。 

 平井秀一郎様。 

 矢部彰様。 

 山地憲治様。 

 本日はワーキンググループ構成員１１名のうち出席者９名となっておりまして、住明正様、

森口祐一様が御欠席となります。 

 総合科学技術・イノベーション会議から久間議員が御出席です。 

 関係各省からは、文部科学省研究開発局環境エネルギー課、藤吉課長。 

 農林水産省農林水産技術会議事務局研究開発官室、柚山研究調整官。 

 経済産業省産業技術環境局エネルギー・環境イノベーション戦略室、梅北室長。 

 また、環境省から地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事務室、福島室長が御出席の

予定となっております。 

 また、本日は産業界の取組を御紹介いただくということから、経団連環境エネルギー本部の

谷川様に御出席いただいております。 

 次に、配布資料の確認をさせていただきます。 

 クリップを外して御確認いただければと思います。 

 資料一覧ですが、議事次第の裏に記載してございまして、座席表、それから本日の議事次第、

構成員名簿のほか、資料１としまして「エネルギー・環境イノベーション戦略推進ワーキング

グループの設置」、資料２としまして「エネルギー・環境イノベーション戦略に関連する政府

の取組みの現状」、資料３といたしまして「低炭素社会の実現に向けた経団連の取組みについ

て」となってございます。 

 また、参考資料１としまして「パリ協定とエネルギー・環境イノベーション戦略の概要」及

び机上用資料といたしましてエネルギー・環境イノベーション戦略推進ワーキンググループで

の論点について詳細内容を記載したものを配布してございます。 

 その他、机上用参考資料といたしまして、キングファイルでございますが、第５期科学技術

基本計画、科学技術イノベーション総合戦略、エネルギー環境イノベーション戦略などをファ

イルにまとめております。資料内容についてはファイル目次を御参照ください。 

 ファイル数の関係上、共有で御使用いただきたく思いますので、どうぞ御了承いただければ

と思います。 

 資料につきまして過不足等ございましたら、事務局までお知らせください。 
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 また、本日の説明では、エネルギー・環境イノベーション戦略の名称が長いので、英語名

「ＮＥＳＴＩ」を適宜使わせていただきたいと思います。 

 なお、円滑に議事を進行していきたいと思っておりますので、これ以降の写真撮影は御遠慮

ください。 

○柏木座長 それでは、議題（１）に移らせていただきます。 

 議題（１）はＮＥＳＴＩ推進ワーキンググループの設置についてとなっております。 

 これについて、事務局から御説明をお願いいたします。 

○鷹觜ディレクター 資料１を御覧ください。 

 １ページめくっていただきまして、ＮＥＳＴＩ推進ワーキンググループは、総合科学技術・

イノベーション会議の重要課題専門調査会の下に設置されております。内閣府の事務局に文部

科学省、経済産業省、環境省の併任者を配置いたしまして、各省との連携が円滑にできるよう

な体制をとっております。 

 このＮＥＳＴＩ推進ワーキンググループは、議論の対象となる年代としましては２０５０年

頃を想定しておりまして、その２０５０年頃のエネルギーシステム、長期の技術ロードマップ

等を踏まえまして、戦略の推進などについて議論することを目的としております。 

 一方、エネルギー戦略協議会では、議論の対象としての年代を２０２０年から２０３０年頃

としておりまして、主にエネルギーのシステム化に向けた論点などについて議論することを目

的としております。 

 ２ページを御覧ください。 

 今後のスケジュールですが、本日、第１回目の開催で、主な内容としましては政府や産業界

の取組を紹介いたしまして、研究開発体制の強化などに関する自由討議をお願いいたします。 

 次回、第２回ワーキンググループですが、２月から３月頃を予定しておりまして、そこでの

主な内容としましては、第１回の議論を踏まえた今後の展開に関する議論、及びロードマップ

の事務局案を提示したいと予定しております。 

 次年度以降につきましては、前年度の議論を科学技術基本計画や総合戦略に反映していきた

いと考えておりまして、このワーキンググループですが、継続的に開催することを念頭に置い

ておりますが、開催頻度等については今後、検討することとしております。 

 次のページを御覧ください。 

 ＮＥＳＴＩ推進ワーキンググループ運営規則（案）でございます。 

 運営規則につきましては、ＮＥＳＴＩ策定ワーキンググループの設置の際に作成したものを
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ベースに、下の方の第５条２行目にございます「「エネルギー・環境イノベーション戦略」の

推進に関する事項及びそれに附帯する事項に関し調査・検討を行う」と変更しております。 

○柏木座長 御質問等がありましたらお願いします。 

 もしよろしければ承認に移りたいと思いますが、いかがでしょうか。 

（異議なし） 

○柏木座長 それでは、ＮＥＳＴＩ推進ワーキンググループの運営規則を承認させていただい

たということにさせていただきたいと思います。 

 議題（２）に移りたいと思います。 

 ＮＥＳＴＩに関連する取組の現状の紹介並びに今後の展開についての議論となっております。 

 まず、資料２に基づきまして事務局から御説明をお願いします。 

○鷹觜ディレクター 資料２を御覧ください。 

 １ページですが、今回は第１回目の開催ということで、全体的な議論をしていただきたいと

考えております。 

 ワーキンググループの論点としましては、戦略に明記されております研究開発の推進体制に

記載されている、ここにあります１．から４．となります。この後に紹介いたします政府と産

業界の取組を踏まえまして、こちらの論点について御議論いただければと考えております。 

 ２ページを御覧ください。 

 これまでのＮＥＳＴＩ策定ワーキンググループの中で、技術ロードマップを策定していくと

いう議論がございましたので、各個別技術に関するロードマップを作成しまして、第２回目の

ワーキンググループにて紹介したいと考えております。その技術ロードマップの策定の目的で

すが、今後の研究開発の進捗状況の目安とすること、また、各省庁との関係では、各省庁がい

ろいろなフェーズで研究開発を実施しているところを、連携して一つの技術ロードマップを策

定しまして、それぞれ情報共有、連携を図り、効率的な研究開発体制を構築していくというこ

とでございます。 

 次に、技術ロードマップ策定のポイントにつきましては４つありまして、技術課題ごとに普

及までの流れを整理すること、研究開発ステージごとに具体的な開発内容を記載すること、各

研究開発ステージにおける主な評価ポイントを記載すること及び普及までに達成すべき最終目

標を記載することといたしまして、この技術ロードマップの案は事務局で作成することとして

おります。 

 ３ページを御覧ください。 
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 ここでは地熱発電についての技術ロードマップイメージを示しておりまして、このようなロ

ードマップを各技術について作成していきたいと考えております。 

 なお、ここに示したイメージは事務局におきまして暫定的に策定したものでありまして、詳

細につきましては今後、引き続き検討していきたいと考えております。 

 今、説明いたしました策定ポイント、ロードマップイメージにつきまして、後ほど御意見い

ただければと思います。 

 ４ページを御覧ください。 

 政府におけるＮＥＳＴＩ関連施策について簡単に説明いたします。 

 平成２９年度重きを置くべき施策については、ＮＥＳＴＩ関連施策は２３施策ございました。

エネルギーシステム統合技術を始めとして、各技術分野においてそれぞれこちらに示している

施策数が特定されております。これらは本戦略に特定している技術分野に該当し、２０５０年

頃に実用化、もしくは２０５０年頃に実用化の技術に資する施策となっております。 

 内容の詳細一覧は、５ページから７ページに記載しておりますので、御参照ください。 

 それでは、これより各府省から簡単に、それぞれの施策の紹介をいたしたいと思います。 

 まず８ページからですが、内閣府の３施策について簡単に御説明いたします。 

 いずれもＳＩＰ事業になります。 

 まず、次世代パワーエレクトロニクスでは、シリコンカーバイド、ガリウムナイトライド等

の次世代材料によってパワーエレクトロニクスの性能の大幅な向上を図り、省エネ、再生可能

エネルギーの導入拡大に寄与することを目的としております。１．目標としましては、２０２

０年までにパワエレ技術を駆使した超高効率なエネルギー利用により、かつてない省エネ効果

を達成することを目指しております。３．の出口戦略としましては、機器・部品開発戦略とい

うものを策定しまして、それの機器を実際に試作して実証することによりまして、製品化開発

を推進していきます。また、各部材の性能評価に最適な標準的試験方法等について標準化を推

進していきます。 

 ９ページを御覧ください。 

 次に、革新的構造材料では、軽量で耐熱・耐環境性等に優れた画期的な材料の開発等により

まして、省エネ、ＣＯ２削減に寄与することなどを目的としております。目標としましては、

２０３０年までに関連部材出荷額１兆円規模へ拡大することを目指しております。出口戦略で

は、標準化・規格化や認証取得等を推進して成果を普及していきたいと考えております。 

 １０ページを御覧ください。 
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 エネルギーキャリアでは、再生可能エネルギー等を起源としますＣＯ２フリー水素を活用し、

クリーンかつ経済的でセキュリティレベルも高い水素社会を世界に向けて発信することを目的

としております。目標としましては、２０２０年までにガソリン等価のＦＣＶ用水素供給コス

ト、２０３０年までに天然ガス発電と同等の水素発電コストを実現していきたいということで

ございます。また、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会での実証を目標と

しまして、水素関連産業を２０２０年までに国内１兆円産業にしていくことを目標としており

ます。出口戦略としましては、水素供給体制モデルの提示、規制基準の見直し、特区等におけ

る実証試験により成果を普及していきたいと考えております。 

 以上、内閣府からの施策の説明です。 

 次に文部科学省様、お願いいたします。 

○藤吉課長（文部科学省） 文部科学省でございます。文部科学省は、主なものを二つ御説明

させていただきます。 

 １１ページは現在、予算要求しておるものでございますけれども、第５期基本計画を受けま

して、未来社会創造事業というものを立ち上げようと考えております。これはハイリスク・ハ

イインパクトな研究開発を推進するということで、その中で大きく二つのタイプを今、検討中

でございます。 

 二つのタイプのうち右下、研究成果実用化加速型ということで、このタイプのものの中にエ

ネ環戦略を受ける形で新しいプログラムを立てたいと。今、考えているのは１２ページでござ

います。 

 １２ページはハイリスク・ハイインパクトな研究開発の推進のうち、異次元エネルギー技術

創出とありますけれども、これは正にＮＥＳＴＩを踏まえまして、２０５０年の抜本的な温室

効果ガス削減に向けて、従来技術の延長線にない、異次元の革新的なエネルギー技術の研究開

発を推進することを目標にして要求しているものでございます。 

 なお、これは私どもでＡＬＣＡという先端的低炭素化技術開発の事業をもう６年ほどやって

おりますけれども、ＡＬＣＡの事業の仕組みを発展させまして、新規採択をこの未来社会創造

事業、ハイリスク・ハイインパクトな研究開発の推進の一部として実施したいと考えておりま

す。 

 ポイントとしては、明確なターゲットを設定しコンペ方式を導入し、ＰＭの厳しいマネジメ

ントのもとでＮＥＳＴＩ ２０５０の実現に向けて研究開発を推進していこうというものでご

ざいまして、公募をしたいと思っております。 
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 １２ページの下には研究開発テーマでございますけれども、これはＮＥＳＴＩに掲げられま

した、例えば次世代太陽電池ですとかそういった基礎的、基盤的で課題の多い、ただしインパ

クトの大きいもの、そういったものを念頭にして公募していきたいと考えております。 

 もう一つ主なものですけれども、１３ページ、省エネルギー社会の実現に資する次世代半導

体の研究開発です。これは先ほど内閣府さんからもございましたけれども、特にガリウムナイ

トライドに着目して、次世代の半導体について基礎・基盤に立ち返って研究開発をするという

ことで、シミュレーションですとかマルチフィジックスですとかそういったものを踏まえて、

ガリウムナイトライドの結晶の欠陥のメカニズムの解明にまで遡って、いい結晶をつくる、そ

ういう基礎・基盤研究をここでやっております。 

 これは今年度から開始したものでございまして、今年度はパワーデバイスを念頭に置いて研

究を進めております。次年度以降、さらにレーザーですとか無線通信等にも幅を広げて進めて

いきたいと考えております。 

○鷹觜ディレクター ありがとうございました。 

 引き続き経済産業省様、お願いいたします。 

○梅北室長（経済産業省） 経済産業省から報告いたします。 

 １４ページからになります。 

 経済産業省からは、次世代太陽光と次世代地熱の二つの個別事業について御説明いたします。 

 まず１４ページ、次世代太陽光ですけれども、太陽光発電コスト低減に向けた技術開発事業

において、次世代太陽光だけではなく太陽光全体の技術開発を進める中で、その一部として事

業を進めております。 

 事業のイメージを右側に書いておりますけれども、既存のシリコン型太陽電池の低コスト化

の技術開発、そしてその下にありますのが革新的な太陽光の開発ということで、例えば量子ド

ット型やペロブスカイト型といった太陽電池について技術開発をしております。その他、ここ

に太陽光パネルが散乱した絵が載っておりますけれども、そういった維持管理も含めた技術開

発やリサイクル技術開発もあわせて進めております。 

 １５ページです。 

 その中で、超高効率量子ドットセル開発の概要について、簡単に説明させていただきます。 

 量子ドット太陽電池は単一のスペクトルだけではなくて幅広く太陽光を吸収して発電するこ

とで、最終的には現在の太陽光発電の２倍程度の効率、５０％超の効率を目指すという技術開

発を進めております。 



 －8－ 

 具体的には、幅広い波長の光を吸収するために量子ドットのセル構造の最適化の研究、それ

から、生成される電流をいかに増加させるかといった研究をやっております。 

 続きまして、１６ページになります。 

 次は地熱発電の技術開発です。これについても、次世代地熱発電については幅広い地熱発電

の技術開発の中の１パートとして進めております。 

 これも事業イメージを御覧ください。 

 まず１番目ですけれども、貯留層の探査のための技術開発ということで、より確実に地熱貯

留層を検出するための技術開発を行っております。それから（３）井戸を短期間かつ低コスト

に掘削するための技術開発をしております。そして（５）に超臨界地熱が盛り込まれておりま

して、その説明が１７ページでございます。 

 従来からこの超臨界地熱については、基礎研究レベルでは進めております。引き続き、まだ

基礎研究と言ってもいいと思いますけれども、研究開発を進めたいと思っております。 

 ①に書いておりますのは、超臨界地熱発電システムの技術的評価ということで、いかに低コ

ストで現実的な採熱方法を確立するか、貯留層を造成する方法を確立するか。②は要素技術の

事前検討ということで、地下奥深く、超臨界地熱がある部分には非常に過酷な、高温・高圧・

強酸性の環境が想定されますので、そういったものにも耐え得るケーシングの材料、セメント

材料等を開発する必要があり、その検討を進めているということでございます。 

○鷹觜ディレクター ありがとうございます。 

 続いて、農林水産省様、よろしくお願いいたします。 

○柚山研究開発官（農林水産省） 農林水産省です。 

 概算要求の資料として、農業・農村における地球温暖化の緩和に係わる研究開発の資料を持

ってまいりました。 

 日本の農林水産分野での温室効果ガスの排出割合は３％程度ですけれども、世界を見渡せば

２０％、３０％ありますので、ここで培った技術は世界での展開を意識しております。エネル

ギー分野と少し異なりますけれども、メタンガスの発生量の多くを家畜の分野が占めておりま

す。げっぷを余りしない牛の開発、それから牛の排泄物の管理によりましてメタンの発生量を

大きく削減するという技術を一つ目。二つ目は、施設園芸でたくさんのＣＯ２を排出している

んですけれども、創エネ、蓄エネ、省エネをうまく組み合わせたり環境制御技術を駆使するこ

とによりまして、施設園芸からの温室効果ガスの削減をゼロにする。また、小規模なＣＯ２利

用技術としまして、他産業から発生するＣＯ２を利用する技術の開発を目指しております。 
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 さらに、炭素の土壌貯留ですけれども、これはＣＯＰ ２１でフランス政府から提唱された

ものです。世界の陸地の土壌の炭素含有量を毎年０．４％ずつ増加させることによって、化石

資源由来の温室効果ガスの発生量をチャラにできるといったものです。広く浅くという技術で

すけれども、その取っかかりの技術開発を進めたいと思っております。 

 次のページです。 

 こちらは正に省庁連携の中で、他の省庁が開発される技術も含め、農業・農林の中で展開す

るために、技術のシステム化を今後、考えていきたいと思っております。 

○鷹觜ディレクター 引き続きまして環境省様、お願いいたします。 

○池本補佐（環境省） 環境省でございますが、４ページ用いまして三つの施策を紹介させて

いただきたいと思います。具体的には次世代素材、水素、そしてＣＣＳになります。 

 まず２０ページですけれども、次世代素材の活用推進事業としまして、現時点ではセルロー

スナノファイバーとバイオプラスチックについて、関係省庁と連携の上、特に地球温暖化対策

に貢献する分野での他の材料からの代替ということで、ＣＯ２削減効果等の評価・検証を実施

してございます。 

 ２１ページがセルロースナノファイバーとバイオプラスチックの工程表になってございます。 

 続きまして２２ページですけれども、水素、特に環境省におきましては再生可能エネルギー

由来の水素を用いまして、水素の製造から利用までのサプライチェーンについて、ＣＯ２削減

効果がいかほどであるかとか、実際にサプライチェーンを構築して現時点で５地域で実証して

ございます。 

 最後になりますが、２３ページです。 

 ＣＣＳにつきまして、環境配慮型のＣＣＳ実証事業等を紹介させていただきますけれども、

石炭火力発電所の排ガスの大半を分離回収する際の環境影響等の評価を実施してございます。

また、こちらのページでは御紹介しておりませんけれども、廃棄物処理施設からのＣＣＵとい

うものを実施してございます。 

 簡単ではございますが、以上になります。 

○鷹觜ディレクター ありがとうございました。 

 以上が資料２の説明でございます。 

○柏木座長 大変幅広く、今、政府が取り組んでおられる現状について御理解いただけたもの

と理解しておりますが、ここで簡単に質問の時間をとらせていただきたいと思います。 

 このワーキンググループの目標は、技術開発課題等は既にＮＥＳＴＩ ２０５０で、十分な
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審議の上で選定しておりますので、個別の政策あるいは、技術あるいはシステム技術に対して

の議論はエネルギー戦略協議会の方ですることとし、今、御質問を頂きたいのは今の内容で、

例えば資料２の３ページに例として地熱発電を取り上げて、この技術ロードマップのイメージ

等で描かれていますけれども、こういう全体の方向性に関して御質問あるいは御示唆をいただ

ければと思います。 

 そして最後に、このタイムテーブルですと５０分ぐらい時間が残るはずで、今、少し早く進

んでおりますので、十分な時間をとってディスカッションができると思いますから、今この時

点では、これからの取りまとめの方向性、ロードマップの方向性等についての御質問にとどめ

ていただければと思います。 

 いかがでしょうか。 

○山地構成員 ２０５０年までの技術ロードマップを作成する、それは事務局がつくると理解

しておるんですけれども、どのレベルかなという感じがつかめません。超臨界地熱の例示がさ

れていますけれども、これなどは分かりやすい例だけれども、例えばエネルギーシステム統合

技術となると非常に幅広いものが入るわけですよね。そうすると、ロードマップと言われても

粒度が違うといいますか、どの程度のものをつくるのか、そのイメージが湧かない。 

 今回、例示の中では農水省から農業のところのＩｏＴ的な話がありました。個別の分野別革

新技術についてはある程度イメージが分かるけれども、こういった横断的な、それもコア技術

も特定のものがあるけれども、システム統合技術に関するロードマップはどう考えたらいいの

かお伺いしたい。 

○鷹觜ディレクター 御指摘のとおりでございまして、ここで言っておりますロードマップと

いうのは個別の技術に対してのロードマップを考えております。ただ、各技術の中でも地熱の

ようにしっかりとしたロードマップが描けるものと描けないものが、恐らくこれから出てくる

と考えておりまして、全てについてロードマップを作成できるかということも含めまして、今

後、検討していきたいと考えております。 

○柏木座長 どちらかというとシステム・オブ・システムズの中で、そのサム・オブ・ザ・シ

ステムズをやっていって、その上のシステムは、それが揃った後でまた例示か何か、あるいは

スマコミのような形で実践していくということですか。 

○鷹觜ディレクター はい。 

○須藤構成員 ロードマップの作成ということですけれども、２０３０年までは既に別のとこ

ろでかなり具体的なロードマップをつくったはずですよね。それとここで議論してつくるロー
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ドマップは、当然のことですけれども重なる時期が出てくるけれども、例えば今日、各省から

説明していただいたものはほとんど現在の取組なので、当たり前ですけれども、もう２０３０

年のロードマップに沿っているものがほとんどなはずですよね。それに対してここでまたつく

ったものは、そのダブッたところをどうするのか、そちらのロードマップを見直すことまで踏

み込むのか、その辺が余りはっきりしない。 

 ターゲットが違うのはよく分かるけれども、重なる部分が大部分なので、その辺はどう判断

していいのか分からないです。 

○鷹觜ディレクター 御指摘のとおりでございまして、既に幾つかの技術については２０３０

年までのロードマップが出されております。それを参考にしてつくっていきたいと思いまして、

ここにイメージをかいておりますけれども、境となる年代、例えばこの地熱発電ですと試掘が

２０●●年頃ということで、この辺は年代をしっかりと記載できておりますけれども、見てお

分かりのように、２０３０年がどのあたりかは記載できていません。この辺は各省庁に相談し

まして詰めていき、今、御指摘のありました既にしっかりと書かれているものにつきましては

参考にしてつくっていきたい。 

 それから、２０３０年から２０５０年となりますと技術のロードマップは余りございません

ので、そのあたりにつきましては、各省庁と協議しながら記載していきたいと考えてございま

す。 

○梅北室長（経済産業省） 今、地熱のお話だったので発言させていただければと思います。

個別のことはここで議論しないとは思うんですけれども、ちょっとセンシティブなイシューで

もあるので。 

 経済産業省としてこのロードマップのイメージを書かせていただいた中で、まだいろいろ協

議が整っていない段階で、いつ試掘するのかとかそういう話が出てきて、結局、今まだまとま

っていないので、それにつついてはまだ未定ということで、２０●●年と書かせていただいて

おります。 

○柏木座長 他に、いかがでしょうか。 

○田中構成員 資料２の３ページにロードマップのイメージがございました。普及のところで

すが、今回のＮＥＳＴＩ ２０５０、基本は、技術開発ですとかそういったところのハードの

部分をより深めて、より進展させてイノベーティブなものをといったところであるとは思いま

すが、ただ、例えばこのロードマップに「普及」といった段階を入れ込むのであれば、やはり

普及して実際に環境あるいはエネルギーの問題に直接関わってくるポテンシャルの一番大きな
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ところというのは、世界に目を向けたときであると以前より考えておりまして、そういったこ

とからも、この普及のところでは普及する先として、やはり日本だけではなく他の国も含めた

視野を必ず入れていただきたい。そうすることで、逆に技術開発のところで振り返って、日本

だけの利用ではなくて海外で利用することを考えたときに、より力を入れた方がいい分野があ

るということが出てくるのは、過去の例でもいろいろございますので、是非その辺の視点は、

頭を別にするような形でも、常に入れていただけるといいのではないかと思います。 

 もう一点、御説明の中に、今現在やっていただいているような施策がどのように関連施策と

して関係するか、４ページ等でまとめられていて、その説明を後ろに書いていただいていると

ころで、例えば、１２ページのハイリスク・ハイインパクトな研究開発の推進（異次元エネル

ギー技術創出）といったところが、前の表を見ると、創エネルギーの次世代太陽光発電のとこ

ろにも入っている。 

 これに限らず、こういった２０５０年の削減ということを考えると、今、考えられないよう

な新しい着眼点の新しい技術、新しいシステムが非常に効いてくることなのかと思います。で

すから今の文科省の、ＪＳＴの取組というのは、そういう意味ではそういった新しい分野を模

索するいいところだと思うんですが、そういったことが太陽光発電ではない他の技術分野、今、

特定されている技術分野でも随所に出てくると思いますが、そういった本当に新しい、今、見

ようとしている技術以外のところ、あるいはもっと踏み込んだところ、新しい着眼点のところ

はこのＮＥＳＴＩの中で今後どのように扱っていくのか。 

 今年１年といったところでは、さすがにそういった全く革新的な新しいアイデアは出てこな

いかもしれません。出てくるかもしれません。そういったところを今後この会議の中で、どの

ような扱いでどういうふうに、これを見直すという形ででも組み込んでいくのか、そういった

ところでもしお考えがあれば、教えていただけたらと思います。 

○鷹觜ディレクター 資料２の１ページの２．に書いてございますが、新たなシーズの創出と

戦略への位置づけということで、このロードマップをつくっていく中で、ある一定期間で見直

しが必要だと考えておりまして、今、御意見いただきましたように、まだまだこれから革新的

技術、シーズが見つかる可能性が非常にありますので、そういったものはまたロードマップと

して新たにつくっていきたいと考えております。 

 逆に、この中に記載されているものでもある段階で、なかなか２０５０年難しそうだという

ものも出てくるかと思いますので、その辺は精査いたしまして、ロードマップは更新していき

たいと考えてございます。 
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○柏木座長 世界的なレベルでというのは、もちろんこれはいつも世界をターゲットにしてい

ますので、それを入れるようにしたいと思います。 

○鷹觜ディレクター それは予定でも、そうすることにしております。 

○柏木座長 他に、いかがでしょうか。 

○山地構成員 ロードマップイメージの中で普及のところ、これはＮＥＳＴＩが２０５０年タ

ーゲットだということで、そうなっているんでしょうけれども、２０５０年というのは随分先

なので、これを続けていくのは大変ですよね。やはり途中で、波及的成果で部分的に他にも使

えるといった途中で刈り取る部分がないと続かないのではないかと思っています。できれば、

もちろんできる範囲で結構なんですが、このロードマップの中で、そういうものの可能性に触

れて示していただければいいのではないかと思います。 

○鷹觜ディレクター 分かりました。 

○柏木座長 同感です。それを頭に入れながらやっていくということで。 

○久間議員 山地先生と同じことなんですけれども、２０３０年までの国としてのプランがあ

るわけですよね。それを知らない限り２０５０年は書けないんですね。２０５０年までこうい

った目標で、このぐらいのスペックのものをつくるといったら、２０５０年はさらに技術を改

良してものすごく性能をアップするとか、あるいは２０３０年までには掲げていない新たな項

目をつけ加えるとか、こういうロードマップで２０３０年までと２０５０年までの両輪でいく、

こういった仕組みをつくらないと駄目でしょう、国として。 

 その中で、今、先生がおっしゃった２０５０年の途中の成果というのは、当然のことながら

２０３０年とオーバーラップしているはずだから、だからそこでも実用化されていく、そうい

う全体のことをちゃんと、他の省庁と連携してやらなくてはいけないと思います。 

○柏木座長 分かりました。 

 他に、いかがでしょうか。 

 もしよろしければ先に進ませていただいて、最後にまた総合的に時間をとりますので。 

○久間議員 もう一つ、余り説明しなかったけれども、５ページとか６ページの表の分け方、

事務局、もうちょっと中身を見てもらえませんか。 

 例えば５ページの、システムに関する研究の提案が今日は各省庁からなかったですよね。そ

れが気になって表を見ていると、統合システムの中に三つありますけれども、スキルミオンを

用いた超低消費電力デバイス技術の開発が何でシステムのところに載っているのかなと。おか

しいでしょう。これは明らかにシステムを構成するコア技術ですから。ということで、ちょっ
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と見直してもらえますか。 

○柏木座長 どうもありがとうございました。そこら辺は後ほど確認していただきましょう。 

○鷹觜ディレクター 分かりました。 

○柏木座長 今日は一応、例としてこれを出していただいたんですが。ありがとうございまし

た。 

 それでは次に、産業界からの御紹介をいただきたいと思います。 

 中長期的な取組という、資料３ですね。これの御説明をいただいた後、机上資料１あるいは

今の資料２の１ページに書いてあります論点、視点、これについて総合的にディスカッション

させていただきたいと思っております。 

 まずは経団連の谷川様から資料３の御説明をいただければと思います。よろしくお願いいた

します。 

○谷川氏（経団連） 経団連の谷川でございます。今日はこのような貴重な機会を頂きまして、

どうもありがとうございました。 

 私からは経済界の取組ということで、大きく３点、御説明させていただきたいと思ってござ

います。 

 一つ目は、これまで９７年から進めてまいりました自主行動計画の取組でございます。二つ

目が、中長期の温暖化対策に対する経団連のスタンス、そして三つ目が、僣越ながら政府への

期待ということで説明させていただきたいと思ってございます。 

 最初に、３ページから御説明させていただきたいと思います。 

 経団連の取組は、９２年のリオサミットに先立つ形で９１年から進めてございます。当時、

地球環境憲章という形で取組を進めてまいりまして、９７年から具体的に経団連の環境自主行

動計画という形で温室効果ガスの削減に取り組んでまいりました。その後、２０１３年からは

その計画を進化させるという形で、低炭素社会実行計画という取組を進めているところでござ

います。 

 ４ページを御覧いただければと思います。 

 ９７年からの取組でございますけれども、当時、約６０業種の参加を得まして、９０年度比

０％という形での統一目標を掲げて取組を進めているところでございます。 

 その特徴といたしましては、正に自主的なというところが一つのキーワードでございますし、

それをしっかりと実効性を上げるという観点からは、５ページにございますように、ＰＤＣＡ

サイクルをしっかりと回していくことが特徴となってございます。自主的な取組と申してます
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と、どうしても実効性が担保されないのではないかといった御指摘を頂くところでございます

けれども、第三者評価委員会をしっかりと設置いたしまして、随時計画、目標を見直していく

というサイクルを通じて成果を上げてまいりました。 

 実際の成果につきましては、６ページを御覧いただければと思いますけれども、いわゆる京

都議定書の第１約束期間におきまして、当初、統一目標としては９０年比０％と掲げてござい

ましたけれども、最終的には９０年比で１２．１％の削減という成果を出しているところでご

ざいます。 

 その内訳につきまして、７ページで御説明させていただきますけれども、グラフの一番右を

御覧いただければと思います。 

 こちら生産活動量当たりの排出量の変化、ＣＯ２排出係数の変化、生産活動量の変化という

形で分配しているところでございますけれども、御覧いただきますと、生産活動量の変化は

２％上がっている状況の中で、生産活動当たりの排出量の変化、いわゆる省エネに関しまして

は、実際には１４％減となってございまして、正に環境と経済とがしっかりと両立した形での

成果を出しているところがございます。 

 続きまして、１３年度からの取組ということで、９ページから御説明させていただきます。 

 御案内のとおり、当会のワーキングでの一つの鍵は、正に技術ということになりますけれど

も、経団連といたしましても、この技術というものが中長期での削減の鍵になると考えてござ

います。こちら茅恒先生の茅恒等式をリファーさせていただいておりますけれども、ＣＯ２の

排出量の増減は、いわゆる省エネ度とエネルギーのクリーン度、そして経済活動の三つに分解

される中、正に経済成長、ＧＤＰ経済活動量を高めながらも省エネとエネルギーのクリーン度

を実現していくという意味においては、省エネ・低炭素技術の普及と革新的技術開発が鍵であ

ると考えております。 

 その時間軸でのイメージを１０ページに示しているところでございますけれども、短期的に

は、正に既存技術の向上と普及が一つの鍵になりますけれども、中長期ということに関しまし

ては、現状では普及に至らないような革新的な技術の開発がどうしても必要になっていくとい

うことがございます。 

 そうした中で、１１ページにございますように、経団連では２０１３年度から低炭素社会実

行計画という形で計画をバージョンアップしてございまして、主に４つの柱を掲げてございま

す。 

 第１の柱が、国内の事業活動、いわゆる生産活動からの排出抑制となります。第２の柱が、
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いわゆるライフサイクルを通じた主体間、様々な組織の連携による削減となります。第３の柱

が途上国支援等を含めた形での国際貢献の推進、そして第４の柱として革新的技術の開発を掲

げまして、これをＰＤＣＡサイクルを通じて取組を進めているところです。 

 こうした我々の取組でございますけれども、１２ページにございますように、政府の対策の

柱としても位置づけていただいているところでございまして、例えば今年５月に閣議決定され

ました地球温暖化対策計画におきましても、産業界の対策の柱という形で位置づけていただい

ておるところでございます。 

 １３ページからは、２０１３年度からの取組の成果を一部、御紹介させていただいておりま

す。 

 まず第１の柱でございますけれども、国内の事業活動からの排出抑制といたしましては、２

０１５年度の実績値では４つの部門、産業、エネルギー転換、業務、運輸、全ての部門におき

まして前年度比、また日本が約束草案として掲げている２０１３年度比と比べても減少してい

るということで、順調に推移してございます。 

 次のページに第２の柱、主体間連携を通じた取組ということで、乗用車のライフサイクルの

イメージを掲げてございますけれども、様々な業界が協力・連携しながら削減に向けた取組を

進めてございまして、１５ページにございますように、運輸部門・自動車の例でございますが、

未対応のケースであれば右肩上がりの増加という形になりますけれども、こうした連携等によ

りまして大幅な削減につなげているということが実績としても出てきているところでございま

す。 

 第３の柱といたしまして、国際貢献を通じた地球規模での排出削減の事例を紹介してござい

ますけれども、こちらにおきましても様々な業界の取組を通じまして、報告をいただいたもの

だけでも数千万トン規模での貢献が実現している状況でございます。 

 １７ページ、第４の柱では、革新的技術の開発を御紹介してございますけれども、こちらに

おきましても、いわゆる中長期的な研究開発といったフェーズ、実証段階にあるもの、実用

化・普及段階にあるもの、様々なフェーズで企業による取組をいただいているところでござい

ます。 

 以上が経済界としての取組の御紹介でございます。 

 続きまして、１９ページから、中長期の温暖化対策に対する経団連の基本スタンスというこ

とで御紹介させていただきます。 

 こちらにつきましては、大きく３点考えているところでございます。一つ目が「環境と経
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済」の両立の視点、そして二つ目が、日本が約束草案として提出している「２０３０年度２

６％減」という中期目標の達成に注力するということ、そして、特に長期の地球温暖化対策に

おいてはイノベーションの創出が軸となるということを主張しているところでございます。 

 それぞれについて簡単に御説明申し上げます。 

 ２０ページに「環境と経済」の両立の視点ということで書かせていただいてございますけれ

ども、やはり温暖化対策等をしていくに当たりましては、当然革新的技術開発や、そうした技

術の普及という意味で設備、インフラ等の更新が必要になってまいりますけれども、そのため

の原資あるいはインセンティブをつくるという意味においても、持続的な経済成長というのは

一つ重要な前提であると考えておるところでございます。 

 また、二つ目の中期目標「２０３０年度２６％減」の達成というところでございますけれど

も、こちらにつきまして、最近では長期の議論にシフトしているように一般的に見えておりま

すけれども、やはり中期目標「２０３０年度２６％減」というものは、こちら１９７０年代の

オイルショックからこれまでやってきた、正にエネルギー効率の改善と同じようなことをもう

一度やらなければいけないことになりますので、これは極めて野心的なものであると我々、考

えているところでございます。 

 そのためには、まず２０３０年度２６％減というものはしっかりと、全力を挙げて取り組む

必要があると考えてございまして、その一つの大きな条件となっている２０３０年度のエネル

ギーミックス、ここでは特に原子力として２０％から２２％ということが打ち出されているわ

けでございますけれども、この実現は非常に重要なものと考えてございますし、また、技術と

いう観点からも今後、引き続き取組を進めていただきたいと考えているところでございます。 

 また、こうしたイノベーション社会を実現する意味におきまして、排出量取引制度や炭素税

といった規制的な手法を導入すべきといった指摘を頂くこともございますけれども、こうした

ものにつきましては、正に技術を核としたイノベーションを実現していくという観点からは、

企業の原資、そしてインセンティブを奪うものであると考えてございますので、経団連として

は一貫して反対しているところでございます。 

 最後三つ目、長期の対策のところでございますけれども、こちらにつきましては、正にエネ

ルギー起源のＣＯ２が日本の排出量の９割を占めているという現状にありまして、エネルギー

政策との整合性をしっかりと踏まえた形で御議論いただきたいと考えてございますし、正に先

ほど申し上げました持続的な経済成長という観点からも、実現可能性をしっかりと考慮しなが

ら取組を進めていただきたいと考えてございます。 
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 以上が長期的な取組に対するスタンスでございます。 

 最後に、政府への期待ということで、僣越ながらコメントさせていただきたいと思いますけ

れども、先ほどの議論をお伺いしている中で、既に我々として申し上げたいと思っていたこと

を幾つか御指摘いただきまして、大変心強く思っているところでございます。 

 まず１点目でございますけれども、やはり政府としての継続的なコミットメントというもの

が、企業との連携を考える上でも非常に重要であると考えているところでございます。特に政

府におかれましては、政府の研究開発投資の対ＧＤＰ比１％の実現をうたわれておりますけれ

ども、そういったところを是非実現していただきまして、それを継続いただきたいと思ってご

ざいますし、安倍総理もミッション・イノベーションということで、クリーンテクノロジー分

野における研究開発投資の倍増をうたわれてございますので、そういったこともしっかりと実

現いただければと思ってございます。 

 また、先ほどからも御議論ございますけれども、正に政府一体としての推進体制も重要であ

ると考えているところでございまして、こちらにつきましても、正にＣＳＴＩの全体統括のも

とで、関係府省や研究開発法人の連携によってしっかりとＰＤＣＡサイクルを回していただき

たいと思ってございます。 

 また、ＳＩＰですとかＩｍＰＡＣＴ、またＩｍＰＡＣＴの前身となりましたＦＩＲＳＴとい

ったことも踏まえまして、研究開発のステージに応じた形でのスキームの活用も、是非御検討

いただきたいと思ってございます。 

 そうした中にございまして、研究開発法人の役割も非常に重要であると考えてございますの

で、こうした政策目的の実現という観点からしっかりと取組を進めていただくとともに、企業、

大学との橋渡しとしての機能も実現いただきたいと思ってございます。 

 三つ目、「予見可能性と柔軟性の両立」ということで書かせていただきましたけれども、今

回、やはり統一的なロードマップを検討いただくに当たりまして、こうした取組は、予見可能

性を企業にとって高める上で書病院であると考えているところでございます。 

 先ほども新しい技術といった話ですとか、正に中途段階であっても社会に実装できる可能性

があるというお話ございましたけれども、こうした点も踏まえまして、ＰＤＣＡサイクルを通

じて戦略を柔軟に見直しできるような形を工夫いただければと思ってございます。 

 また、先ほど田中様から御指摘もございましたけれども、パリ協定の目標が正に世界全体で

削減していくという目標でございますし、日本の排出シェアは正に３．８％にすぎないという

状況がございますので、そうしたグローバルな視点での削減というものもロードマップにおい
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ては考慮いただければ有り難いと思ってございます。 

 また、社会実装、ビジネス化を検討するに際しましても、その規制あるいはルールがないと

いったことが障害となることもございますので、そういった視点も考慮いただけるとありがた

いということです。 

 ４点目、Ｓｏｏｃｉｅｔｙ ５．０との連携であります。こちらは先ほど一部御指摘ござい

ましたけれども、例えば温暖化対策の対象範囲というのは非常に広うございます。そうした中

でＳｏｏｃｉｅｔｙ ５．０といった、正に社会的、構造的な課題が解決する取組を会議の方

で推進いただいているわけでございますけれども、こうした社会的、構造的な課題の解決を通

じまして、結果的に追加的な温室効果ガスの抑制、削減につながるものも非常に多いと考えて

ございます。 

 また、このＮＥＳＴＩの方で特定されている技術も、温暖化対策以外の目的から研究開発が

進められているものも少なくないと考えてございますので、こうしたＳｏｏｃｉｅｔｙ ５．

０といった取組との連携の強化という点も、是非御配慮いただければと思います。 

 最後、イノベーション創出力の強化でございます。こちらはもう言わずもがなでございます

けれども、イノベーションというものは多用な組合せから実現する面もございます。エネルギ

ー、温暖化の分野に限らず、正に日本全体としてのイノベーションの創出力の強化も不可欠で

あると考えてございますので、先ほどの政府研究開発投資の拡充、あるいは研究開発促進経費

の拡充、ベンチャーの育成といったことを始めといたしまして、イノベーション・エコシステ

ムの不断の改善につきましても是非お取組をお願いできればと考えているところでございます。 

 ちょっと長くなりましたけれども、私からの説明は以上となります。 

 ありがとうございました。 

○柏木座長 どうもありがとうございました。 

 特に最後の政府への期待というのは、非常に示唆に富んだ提示だったと思います。 

 それでは、今の谷川さんからの産業界の取組についても御質問があると思いますけれども、

それを含めまして総合的なディスカッションをさせていただければと思います。 

 特にポイントとして、余り発散しても、せっかくの機会ですから、１回目のキックオフです

のでできるだけ方向性が明確になるようにということで、資料２の１ページを御覧いただきま

すとこのワーキンググループの４つの論点というのがありまして、それをもう少し具体的に書

き下ろしたものが机上資料１ですね。４つの視点が今ここに書いてございまして、政府一体と

なった研究体制構築というのは今後どのような、このＮＥＳＴＩ ２０５０を推進するに当た
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っては政府一体となった取組が必要だと言っているわけですね。これをどういう形で、今、経

団連の谷川さんからは幾つかの、ＳＩＰだとかこういうフレームワークを使うとか、そういう

ことが書いてあったと思いますが、新たな考え方にはどんなものがあるのかとか、そういうこ

とを含めて議論の一つとしたいと思うわけです。 

 それから二つ目が、新たなシーズの創出、戦略の位置づけということで、もちろん２０５０

年に至る過程においては、先ほど山地先生がおっしゃったように随分先のことになりますので、

その間に随分技術の方向性というのも、新たなものが出てくる可能性は十二分にあるわけで、

そういうことを含めて、フレキシビリティのある考え方もこの中に入れる必要があるかと思い

ます。そこら辺に関してどういうふうに位置づけていくか。 

 ３番目は裏面にいきまして、今、机上資料１に基づいてお話ししていますが、産業界の研究

開発投資の誘発ということで、民間企業を巻き込んだ形で産官学と一体化した中での投資の誘

発がないと、結局、民間の投資がないと経済成長に結びつきませんから、そこら辺をどういう

スキームで考えていったらいいかということを論点としたい。 

 それから４つ目が、先ほどおっしゃっていただいたように国際連携・国際共同研究。もちろ

ん、国際的な視野を入れた定量的なものまで含めてこのロードマップに入れていくことになる

と思いますけれども、ただ、やはり国際連携・国際共同研究となりますと、日本独自のオリジ

ナリティもありますし、そこら辺の知的所有権の問題だとか、ただオープンにすればいいとい

う話ではありませんから、その戦略、技術戦略そのものになっていくと思いますので、そこら

辺を含めて、４の国際連携・国際共同研究はどういう形で推進すると、あえて言えばウィン・

ウィンのモデルにできるかということをディスカッションしていただきたいと思います。 

 鷹觜さん、そういう考え方でよろしいですか。 

○鷹觜ディレクター 結構でございます。 

○柏木座長 まだ５０分程度時間がございますので、皆さんから忌憚のない御意見を頂きたい

と思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

 いかがでしょうか。 

○泉井構成員 三菱電機の泉井です。 

 まず、事務局に１点質問がございまして、これは最終的にロードマップをつくるということ

で、２０３０年の目標スペックはおよそ決まっていると思うんですが、２０５０年はかなり先

で、目標スペックが余りないと思うんですけれども、ロードマップをつくるときにはやはり最

終的な目標となるスペック等、アバウトで良いのでが要ると思うんですが、これをつくるとき
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に、現在のＮＥＳＴＩの考え方としては、システム的に「最終的にこうあるべきだ」と思って、

そこからスペックを逆算して決めているのか、または２０５０年は先なので、一生懸命個別の

コンポーネントを頑張ってつくるよ、その結果をボトムアップ的に組み合わせるよ、これどち

らの方向で考えられているのかを教えていただければと思います。 

 なぜこういう質問をさせていただいているかといいますと、いわゆるロードマップをつくる

ときに、肝となるところ、すなわちステージゲート等が重要だと思うんですが、そのときに、

やり方によってスペック、すなわち肝が違ってくると思うんですね。例えば、水素を使うとし

ても、日本国内で再エネで水素をつくったとして使い方は少なくとも三つあって、そのまま使

う、もう一回燃料電池等で電力に戻す、水素タービンで燃やす。この三つあったとして、どう

いう構成にするかによって、当然、各々のシステム効率が違うので、例えば太陽光、風力をど

のぐらい必要かというのを逆算すると、効率の悪いものの方がたくさん要るわけですね。そう

すると当然、どれだけの量を導入すべきかと。そうすると、電気代をこれこれにしようとする

とこれだけのスペック、たとえば、コストはこのように従い、技術イノベーションをこのよう

に推進すべきだ、こう逆算されてきて、それを２０５０年の目標にした方が良い場合もあると

思います。 

 したがって、目標スペックの決め方によってステージゲート、すなわちどこが技術の肝かと

いったことが違ってくるので、質問させていただきます。 

○鷹觜ディレクター 事務局といたしましては、先ほど久間議員からも御意見いただきました

ように、まずは２０３０年度までの技術がどうあるべきか、エネルギー社会像がどうあるべき

かを整理いたしまして、それを共通の認識としていきたいと考えております。 

 ２０５０年の技術につきましては、今から見ますとかなり先でございますが、２０３０年か

ら２０５０年といいますと、やはり２０３０年の姿がベースになるのではないかと考えており

ますので、その目標値の設定につきましては、今のところ、策定ワーキンググループで戦略に

記載されております数値を一応参考として記載するようにしておりますが、それにつきまして

も先ほど御意見ありましたように、それをバックキャスト的にやっていくとなかなか厳しいと

ころも出てくるかと思いますので、その辺も考慮しながら進めていきたいと考えてございます。 

○柏木座長 ２０３０年のエネルギーミックスに関しては、やはり三つの視点で解いているわ

けですよね。自給率をどうにか２５％程度にまで上げる、それから値段を、例えば電力料金で

あれば今の値段より上げない、下げる。あとはＣＯ２の問題が、世界の、２０３０年度におい

て１３年度で、エネルギー起源では２２％ぐらいだと思いますけれども、トータルで２５～２
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６％にいくようなと。この三つの環境、経済性、それからもう一つはセキュリティ、この三つ

の視点で逆にバックキャストしたら、電源としてゼロミッションが４４％という答え。 

 余り再生可能エネルギーを多く入れるとコストがガンと上がってきますから、サーチャージ

４兆円までということで計算していますから、ある意味では、やはり２０５０年の目標値がな

いと、これは８０％減とか言っていますよね。それがないと答えが目茶苦茶になって何が何だ

か分からなくなってしまう可能性がありますから、そこら辺はよく検討すべきではないかと私

は思います。 

 ２０３０年は、そういうふうにしたということですね。 

○鷹觜ディレクター はい。 

○平井構成員 今の柏木先生の話は全く同感で、技術ロードマップをかくときに、いろいろな

要素の技術開発をこうして、地熱の話も出ていますけれども、それぞれの技術が最大限でどれ

だけＣＯ２削減に寄与するのかという量的な話がそこそこないと、要するに、２０３０年まで

はこうしてやりましょうと大体決まっていると思いますが、それが達成されるかどうかは別に

して、２０３０年から２０５０年にかけていろいろな要素技術が、どのような形でＣＯ２をど

れだけ削減できるのかという、もちろんそれはエラーバーがかなりあって、なかなか不確定な

部分があるかと思いますけれども、最大限これぐらいは寄与できるはずだという話がまずある

ことが一つ。 

 それと、ＣＯ２削減というのは、極端な言い方をするとお金さえかければ何とでもなるわけ

ですね。それでは駄目なわけで、いかに経済的に、今の泉井さんの話もそうだと思うんですけ

れども、経済的にちゃんと世の中に浸透していくための技術になり得るのかといったときに、

個々の技術にどれぐらいコストがかかるのかといった一応の目標みたいなものが当然出てくる

はずで、そういう量的な話を少し議論して入れていかないと、何といいますか、わりかし宙に

浮いたような技術ロードマップをつくっても実質的には余り……。これは省庁横断型ですから

統一的なロードマップになるわけですよね。なので、是非そういう議論を踏まえてロードマッ

プをつくっていただけたらいいかと思いますけれども、いかがでしょうか。 

○鷹觜ディレクター 御指摘のとおりだと思っておりまして、このＮＥＳＴＩの戦略での各技

術開発が全てうまくいったとしましても、２０５０年の目標であります半減、約２４０億トン

にするというところまでは届かないという見積りがあります。したがいまして、まだまだこの

技術だけでは足りなくて、またこれから革新的な技術シーズを見つけながら、さらにこれを進

めていく必要があると思っております。 
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 さらにコスト、御指摘のとおりでありまして、やはりＣＯ２削減のためにはコストがどうし

てもかかってきますので、その辺は環境とコストの両面から、どの程度その技術がこれからコ

スト的にも普及していくかというところを見ていきたいと考えてございます。 

○田中構成員 こちらの名前がＮＥＳＴＩ ２０５０ということで、今、２０５０年の目標が

この議場でいろいろ出始めているんですけれども、２０５０年８０％努力目標というのがあっ

て、８０％削減しなければいけないということは、現状から２０％しか出せないことにほかな

らない。そうすると、今、出している部門ごと、さらに業種ごと細かくデータを見ていくと、

本当にＣＯ２を出さなければいけない、しようがなく出してしまう幾つかの産業界の業種以外

は、もう出せなくなると思っていてもおかしくないんです。つまり言い換えると、もう化石燃

料は焚けない、全部、例えばオール電化がいいとかそういう話はまた置いておいて、量的な話

で言うと電気で全部やって、その電気は全部再生可能エネルギーだったり、あるいは電気では

なくても再生可能エネルギーで何とかつくった水素ですとかそういったクリーンなエネルギー

を使わなければいけないという、社会とかエネルギーの供給構造等が大きく変革することが比

較的想定されている状態でないと、８０％オフというのはできないということなんですよね。 

 今、去年からこちらでいろいろ検討している技術オリエンテッドな、革新的な技術のシーズ

がこうあって、ここをやっていきましょうというある意味ボトムアップ的なものを足し合わせ

ても、おっしゃるように、もちろん８０％にいかない。では、今、平井先生もおっしゃった柏

木先生もおっしゃったんですけれども、その８０％削減しなければいけないという目標を本当

にＮＥＳＴＩ ２０５０でまじめに議論するのであれば、その８０％オフをするためのものと

今のボトムアップのところで量的にどれぐらいギャップがあるのかを早々に押さえて、では、

今やられている技術を足し合わせた以外のところをどうやったら埋められるのかという議論を

真剣にやらないといけなくて、おっしゃるように、では新しいものが何か出てきたらそれをま

た入れていきましょうという生半可なことでは絶対無理だと思うんですよね、８０％オフとい

うのは。 

 もう本当にそういったこと、例えばＣＯ２をどうしても出してしまうような産業の方とお話

ししたときに、もう製造方法を全く変えなければ無理ですよとおっしゃっていて、確かにそう

いった解も、それは好ましくないかもしれませんけれども、産業界の方にとっては。でも、そ

ういうことだってあるかもしれない。では、そのときにどうやって技術があるのかという話も、

やはりそこはまた別にしなければいけないし、その議論しなければいけないポイントが何なの

かを把握するためにも、それを集中的に議論する場がここなのか、ここの派生した何かなのか
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分かりませんけれども、本当に必要なんだなと思うので、２０５０年８０％オフを努力目標、

「何かできればいいな」ではなくて本当にやる、決めるのだったらそこは真剣に考えなければ

いけないのではないかと思います。 

○山地構成員 私は、議論がちょっと発散的になりそうだと心配しています。 

 つまり、ここはＮＥＳＴＩ ２０５０の推進ワーキンググループですよね。これはイノベー

ションを考えるところであって、長期的な温暖化対策そのものの議論ではないはず。そもそも

これは、さっき田中さん自身がおっしゃったんだけれども、ＮＥＳＴＩ ２０５０はグローバ

ル展開を考えているんですね。グローバルで、そういう意味では２０５０年のターゲットは一

掴みで言って半減ですよ。グローバル半減。パリ協定も後半、最後の方にかけてグローバルで

ネットゼロと言っているわけですから、私は、イノベーションの場合にはその方向性でいいん

だと思うんですよ。 

 地球温暖化対策も、２０５０年目標は「目指す」と書いてあって、あれは国内のことを書い

ていますけれどもね。だけれども、ここのイノベーションは国内だけではなくてグローバルだ

という視点も入れて考えないといけない。 

 そういうことで、私は、２０５０年のゴールの数値をぎりぎりと決めるというのは余り馴染

まないのではないかと思います。 

○柏木座長 一通り全体から聞きたいので、それからまた当てますので。 

○髙原構成員 自動車の観点で少しお話しさせていただきますと、今、パワエレ、蓄電池とい

った未来の移動体の基盤技術の話、いろいろな施策が出ていますが、実はこれらをいかに組み

合わせて低燃費運転にしていくかというのは、自動運転や知能化のところに大きなキーがある

ことが分かってきています。ですから、この知能化の部分の施策を補強するようなことを是非

考えていく必要があります。 

 自動運転というのは再現性の大変高いので、低燃費運転支援ができると、それを再現するこ

とで、日々の営みから確実にＣＯ２排出を減らすことができるという効果が期待できます。そ

ういった知能化のところの検証と実装が重要です。 

 さらに、そういった競争領域については、今、３省で進めている人工知能センターと密接に

連携しながら、国全体でそういった方向に持っていけるような、そういった長期的な基盤を是

非こういった場で議論いただけると有り難いと思っています。 

○小林構成員 特にこういった長期のものですから、予算の安定化につながるようなお話です

とか、ロードマップを随時更新して新しいテーマの見込みの幅を広げておくというような御意
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見が出ておりまして、この辺については全く同意見でございます。 

 まだ話題になっていないところですと、例えば産業界の研究開発投資を誘発という点に関し

ましては、既にいろいろなナショナルプロジェクト等も行われていると思いますけれども、必

ずしもメインテーマだけをぎしぎし詰めていくのではなくて、その中のサブテーマレベルで、

比較的出口の近いようなものですと産業界も入りやすいと思います。そういった幅の広い設定

をしておくことによって、産業界にも入ってきていただきやすいのではないかと思っておりま

す。 

 もう一つは、非常に長い時間軸になりますと、各社さんいろいろ、ＣＳＲの観点から手をつ

けておくということも場合によってはあろうかと思いますので、各社さんのそういう取組を、

よりエンカレッジするような組合せという視点もあるかと思います。 

 それからもう一つは、これもまだ個人的に思っていることで、必ずしも検証はしていないん

ですが、私自身、蓄電池や燃料電池関係の仕事が多かったので、カリフォルニアが設定したゼ

ロエミッションビークルという考え方に非常に影響を受けて、私も初めて知ったのが多分１９

９０年前後だったと思いますけれども、非常に長期にわたってこれが一つの方向を示すような

形になって、かなり基礎研究も進みましたし、産業界もまじめに取り組んでおられた。 

 そういう規制といいますか政策的なものでも非常に長期に影響を及ぼしたものもあるのでは

ないかと感じておりますので、こういったところを少し研究してみても面白いのではないかと

思います。 

○矢部構成員 我々はこの１年間エネ・環イノベ戦略を議論してきて、八つの技術がそれぞれ

将来的に世界で１０億トン以上のＣＯ２削減に貢献できるだろうということで選んで、それを

今度、もう少し具体化しようということで、ロードマップをかくという段階まで来たなと考え

ています。一つ選んでそれをだんだん磨き上げて貢献する技術にまで持っていくというのは

我々の役割だという意識があります。 

 それから、今回ＮＥＳＴＩ ２０５０という名前をつけていただいたのは、例えばサンシャ

イン計画は、本当に４０年かかってやっとコストが２００分の１になって実現した。また、パ

ワエレのＳiＣなども４０年かけてここまで来るので、２０５０年に本当に役立つような革新

的な技術をやろうとしたら、もう３５年しかありませんから、今、仕込んで２０５０年を目指

して今からつくり上げていくことがすごく大事である。そういう意味で、ＮＥＳＴＩ ２０５

０という中でやっているというのは一つの大事なメッセージになるのではないかと思います。

今回の中でも、ＮＥＳＴＩ ２０５０のレッテルを貼るというのは結構大事なことではないか
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と思います。今は歓迎されるかどうか分かりませんけれども、そのうちＮＥＳＴＩ ２０５０

でやっているというのは、社会的な評価が上がってくるとすごくいいことだと思うので、継続

的に、丁寧にやっていくことが大事だと思っています。 

 そういう意味で、今、２０５０年を見たときに二つあって、本当に革新的な技術をつくり上

げていくことと、もう一つは今のものを加速して、２０３０年にさらに加速してその上で２０

５０年を狙っていく、両方あります。加速していく分には、どうやって新たな産業界に結びつ

けるかというのは可能だと思います。 

 一方で、やはり２０５０年にやっとできる技術を途中で、新たなボトムアップで産業界に貢

献できるというのはなかなか、派生技術でしかないんですけれども、なるべくそういうものも

ロードマップの視点に入れながらも、余りそこは無理せずに、本当にいい技術をつくり上げる

ということだと思うんです。 

 つくり上げたときに、システム的な統合技術のロードマップがかけないということが結構あ

りますけれども、２０５０年については早目にいろいろなイメージで議論をすることが大事だ

ろうと思うので、そういう意味でのロードマップはかけるのではないかと思います。新しい技

術が入ったときに世の中どう変わるのかというような感じで書くことが大事だと思っていて、

例えば今、身近な例だと太陽光がうんと入ってきて、２０５０年に３割ぐらい世界で入ってく

ることになりますけれども、そうすると太陽光の変動分がものすごく大きくて、結局日本など

どうなるかというと、夏か冬のピークのときに太陽光はかなり貢献できますけれども、春とか

秋は余ってしまって何か別に使わなければいけない。実はそういうところに産業をどうやって

持ってくるか、そういうシステム的な施行になってくるとしたら、早目にそういう議論をシス

テム統合技術の中で出して、それで産業界等と一緒になって、これから日本の産業はどうやっ

て生きていけばいいか等、そういう議論を巻き込むようなメッセージの発信がこういう場から

できるといいのではないかと思います。 

○須藤構成員 私も今、矢部委員が言われたこと、前半の部分はそのとおりだと思いまして、

せっかく去年あれだけ議論して八つを重点的にやろうと決めたので、とりあえずこれを具体的

にロードマップに落とし込むのがまずこの場の一番のミッションではないかと思います。 

 ロードマップに落とすときに、やはりやり方はいろいろありますけれども、例えば机上資料

の中にＳＩＰの方式を使うとかいろいろ書いてありますけれども、ＳＩＰのやり方、それはそ

れでいいんですけれども、この八つのテーマを見ていると、もうちょっと基礎・基盤のところ

をしっかりとやらないといけない。突然ＳＩＰの方式をとらなくても、もう少し基礎・基盤の
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ところをちゃんとやる仕組みをつくって、それをロードマップに落とし込むべきではないかと

思います。 

 具体的には、これは産業界だけではできないので、やはり大学をどう使うか。ただ、大学に

任せるだけではなくて、産業界が狙う将来の基礎・基盤をいかに大学にやってもらうかという

仕組みをちゃんとつくっていかないと、この八つの課題が解決できないのではないかと思いま

すので、是非そこのところをロードマップに落とし込んでいっていただきたい。文部科学省の

先ほど説明があった新しい取組、こういったことを一つ一つ、八つのテーマに具体的にやるべ

きかなと。 

 一つだけ、産業界から懸念といいますか、経団連の書いたこれは確かにこのとおりで、これ

は多分我々も議論していることをまとめていただいたんだと思いますけれども、髙原さんの意

見とは少し逆説的になりますけれども、どうも国の投資がＡＩ、ＩｏＴに偏っていないかと。

もう少し、この八つの課題を達成するための基礎・基盤のところにお金を落とす、そうすると

産業界、大学連携して入っていけるということで、例えば余り人気のないデバイス、半導体、

こういったところも将来のことを考えたら物すごく大きな省エネ効果があるところですけれど

も、どうもそこにはメインのテーマとして落とし込みづらいというのが今、あると思います。

そういったところを少しずつ変えていって、最後はＳＩＰ方式等でやって当然システムにいく

と思いますけれども、その基礎・基盤のやり方をもう一回、産学連携とかオープンイノベーシ

ョン拠点形成といったこととあわせてやるべきではないかと思います。 

○久間議員 須藤さんはそうおっしゃるけれども、ＡＩ関係で来年度の概算要求は１，０００

億円弱なんですよ。国全体の科学技術振興費から見ると、まずそんなに大きくはない。という

のは、ＡＩと名を打って、その中ではセキュリティもあればウェブデータ処理もある、データ

ベースをつくるというのもあればシステムのソフトウェア技術であるとか人材育成であるとか

全部含めた額なんですね。だから、こういったソフトウェアにかける国の予算はこれまで余り

にも少な過ぎた、こういう認識を持つべきではないかと私は思います。 

○山地構成員 １番目と２番目の論点、政府一体となった研究開発体制と、新たなシーズの創

出と戦略について申し上げたい。 

 三つぐらい言いたいと思うんですけれども、まず、資料２で現在の施策の整理をしてイメー

ジを出していただいたんですけれども、やはり施策の数をもっともっと増やしていく必要があ

るだろう。ＪＳＴのＡＬＣＡの話も出ましたし、ＮＥＤＯの、私、エネルギー・環境新技術先

導プログラムというのにも関係しているんですけれども、そういうところで非常に関連のある
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ものをやってきているわけですね。特にＮＥＤＯの先導プログラムの中では、リクエスト・フ

ォー・インフォメーションという形でいろいろアイデアを集めているわけです。その中にいろ

いろな案件があるわけですね。そういうデータベースを使ってまずはここに、現在の施策の整

理はいいんだけれども、これだけにとどまっていると２０５０年を目指したイノベーションに

は少し不足だろう。だから施策を増やしていく努力をする。 

 しかし、当然それを実行していく中においては、もちろんそこから選んでいくわけですけれ

ども、やはり予算枠とか拡大したものが必要なのではないですかね。そのためには、もちろん

施策の具体的なシーズが要る。その施策の案件の拡大と絞り込み、それと予算枠、そのセット

でいく。 

 予算枠は既存のものが、各省庁にいろいろある。これを拡充していく。ロードマップで具体

的な技術を書くのもいいんだけれども、それを支える枠組みですね。組織体制とか予算とかい

うものもロードマップとあわせて検討していただきたい。 

 もう一つは、さっきから話が出ている、エネルギーシステム統合とＳｏｃｉｅｔｙ ５．０

という横断的な分野を策定ワーキンググループでハイライトしたわけですね。だから技術のイ

ノベーションを社会のイノベーションの中に埋め込んでいくことが大事ですねと。今回の我が

国の約束草案も業務、家庭で４０％削減と非常に多いんですが、この実現には社会イノベーシ

ョンがないとなかなか難しい。だからそこはさっき議論が出ていたＩｏＴとかいう話でしょう

けれども、そうなると、今回、内閣府と経済産業省、環境省、農林水産省と発表があったんで

すけれども、やはり総務省とか国交省とか関係する省庁というのは広がるのではないですかね。

やはりそこと連携していく。社会インフラの形成ということ、それと情報システムを取り入れ

る。これまた拡大方向で恐縮だけれども、やはりそういう視点が、今回の一番のハイライトで

あったところのエネルギーシステム統合を具体的に進めていくには、必要なことだと思います。 

 もう一つは、これはなかなかまとまっていないんですけれども、オープンイノベーションと

いうことをずっと言ってきているわけですね。入り口のシーズのところ、それから出口の普及

のところもいろいろオープンにやっていきましょうよと。しかし、この２０５０年を目指すと

いう長期の課題においては、特に重要になってくるのは人材等です。 

 オープンイノベーション、出口指向を結構言うようになっていますが、２０５０年の場合に

は、それはもちろん持っていなければいけないけれども、余り強調するとどうなんでしょうか

ね、さっき基盤のところをきちんとやれという話もありましたよね。やはりそういうふうに長

期を扱うということは、いろいろと不確実性を扱うということなので、持続性とともに柔軟性
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も要るわけですよね。そういう不確実性に耐えられるちゃんとした基盤のものを重視していく。

やはりそれは人かなと私は思っています。そこを注意していかないと、この長丁場は乗り切っ

ていけないと思っております。 

○田中構成員 こちらの推進ワーキンググループの論点を拝見して、１、２、３、４とござい

まして、１とか、３の産業界の研究開発投資を誘発するという項目を拝見しますと、例えば先

ほど私がコメントした後に山地先生や矢部先生から御意見がございましたことは、全くそのと

おりだと思っているんですけれども、２番の新たなシーズといったところを考えると、では将

来的にどういうところを目標にということがあるとして、先ほどちらっと数値目標的なことが

出てきたので、数値の目標を何か考える場合はそういったほかのことも考えなければいけない

ということで、例えば矢部先生、山地先生もおっしゃっていたように、今の技術の開発といっ

たところで何をやるべきかが正にここでは論点なのではないかというところ、つまりここで言

うと１番等が大事なのだということであれば、それはそれで賛成です。さきほどの目標につい

て意見した内容は、あくまで目標を据えるのであればそう考えなければいけないということで、

聞き置いていただければと思います。 

 それで、２点目に申し上げようと思っていたことが、山地先生が半分ぐらいおっしゃってい

ただいたので、正にそのとおりですけれども、私は人材育成や教育のは本当に大事だと思って

おりまして、特に２０５０年とか先のことを考えると、例えば今、小学校１年生の子が２０３

０年で二十歳、２０５０年で４０歳ぐらいで、ちょうどある分野でいろいろ活躍しているよう

な年だと思います。そうすると、その頃にＡＩとかそういった、今いろいろな構造をがらっと

変えてしまうようなムーブメントが大きく起きている中で、今ある職業がなくなっているかも

しれないというようなところは専門家の方も盛んにお話ししているほどです。そういう基礎的

な部分とか、いろいろなことに対応できて、しかも深く考えていけることという意味で言うよ

うな、そういった人材の初期教育も含め、あるいは企業に入ってから、高等教育も含め、どう

いった人を育てていくかというのは本当に大事だと痛感しております。この場で話すことでは

ないのかもしれませんけれども、１番とか２番の論点でこういった話をする裏にはそういった

こともあるということは、頭にとめながら議論しなければいけないのかなと思っています。 

○柏木座長 ありがとうございました。 

 他にいらっしゃいますか。一応委員の先生方からは、大体御意見いただいたんですよね。 

 今日はキックオフですから、答えを出すということはまだ無理だと思いますが、ただ、バッ

クキャストするのか、あるいは今あるものの２０５０年度における削減量がどのぐらいになる
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かとか、これは量的なものが非常に重要視されていることは間違いないわけで。ただ、このワ

ーキンググループの目的はＮＥＳＴＩ ２０５０をどうするか。 

 これは今までずっとディスカッションして、この統合化技術、あとそのコア技術と省エネ

等々の７つのテクノロジー、その中にいろいろ細かいことが書いてありますけれども、ここら

辺のことは大体この間のラフな計算のもとで、世界でこれが普及したときにどのぐらいの削減

量になるかというと、本来の削減量の３分の１ぐらいにしかならない、これは出ているわけで

す。ただ、まだラフですから、とりあえず我々がやらなければいけないのは、ＮＥＳＴＩ ２

０５０で今まで選ばれてきた個別技術、要素技術、それから統合化技術、それによる、特に個

別技術の削減量は、２０５０年に世界の中でどのぐらい普及できるかということは、ロードマ

ップの中に数量的に書いていく必要があるだろうと思います。 

 それにさらにこの統合化技術による影響というのが、一応これラフには見積もっていると思

いますけれども、その技術革新というのはかなり大きいものがあって、デュランドサイゾウの

デジタル革命が起きてくるわけですから、そこら辺の統合化技術の扱い方をどのように見積も

っていくかというのはやはり非常に大きくて、ここら辺はやはり新たに考えていく、もっと詳

細に考えていくということかと思います。 

 ただ、これだけでは足りないのは分かっているわけで、前回は３分の１ぐらいでしたからね、

あとは何か他の技術だと。だからバージョン１とつけているわけですよね。そういう意味では、

やはり今のはどちらかというと加速すべき技術をずっと伸ばしていったらどうなるか。そこに

は技術の進展によっては上、中、下があるかもしれない。さらにそこに、その政策の数を増や

すとか、あるいは技術の選択肢を増やすとか選択・集中して、ＮＥＳＴＩ ２０５０の将来版

というかアドバンス版に、ＡＩは入っていますけれども、統合化技術のもうちょっと細部、１，

０００億円というのは大した額ではないと思いますけれども、一応つけていることはつけてい

る。だけれども、新たなシーズもやはり入れていかないと、とてもじゃないけれども世界全体

でのスタビラゼーションにはほど遠いので、そこら辺もあわせて今後は考えていかなければい

けない。 

 だから最低やることは、ＮＥＳＴＩ ２０５０、今やったことのより高精度なものを２０５

０年までにどうにか世界の中で定量的になるまで持ってきて、さらにプラスαを新しいシーズ

として考えの中に入れておく。そこにはもう今まで随分、山地先生がおっしゃったようにいろ

いろなところでやっているものがありますから、それをリストアップして選択と集中をしてい

くというのがインター省庁の中でもできる、この中の責務の一つになるのではないか、こう思
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った次第なんですね。 

 最終的には、やはり国主導でやっても、民間がそれによって自主的にビジネスモデルとして

入っていかない限りなかなかうまくいきませんから、そのために毎年１，０００億ドル先進国

は出すわけです。それを日本のＮＥＳＴＩ ２０５０プラスαで少しずつ使っていかないこと

には、出すだけではしようがありませんから。それも含めた上で、やはり民間がこの中に入り

やすいような形で選択と集中をしていくことになるんだろうと思って聞いておりました。 

 今、答えを余り明確に言い過ぎてしまうとにっちもさっちもいかなくなってしまうので、と

りあえず今日お伺いした内容をもう一度精査してまとめていくことになると思いますけれども、

少しフレキシビリティを増やしていかざるを得ないということですね。 

 今までやったやつをどうにかぎちぎちやっていく、これはもう最低やらなければいけないこ

と。 

 バックキャストにやっているのは、一応半分にというのは大体決めていますから、それに対

してこれを伸ばしたらどうなるか、足りない分はこれから新しいシーズでどういうものがある

か、こういう論法でしょうね。先生、どうでしょう。 

○久間議員 先生のおっしゃるとおりで、やるべきことは、まず２０３０年度までの施策があ

りますよね。だからそれをしっかりと見定めて、そのそれぞれの技術が２０５０年までにどれ

だけ改良できるか、改良すべきか、そういったロードマップが一つですね。 

 それから二つ目が、我々がつくったＮＥＳＴＩ ２０５０の７つのプログラム、システムを

含めて八つですか、この八つを、２０５０年だからそんなに細かいロードマップはつくれない

けれども、やはり目標値を決めて、そしてバックキャストしてロードマップをつくっていくと

いうのが二つ目。 

 それから、これでは足りないから新たなシーズを見つけなくてはいかん。このシーズという

のはスモールスタートでいいんですよね。スモールスタートでいっぱいやってみる。その中で

よさそうなものをどんどん肉付けしながら大きなプロジェクトにする。こういうプロジェクト

が、今日は各省の施策を見ているとないんですよ。みんないきなりかなりの額をつける、こう

いったプロジェクトなんですね。そうではなくて、できるかどうか分からないものを少しの予

算でやらせてみる、そしてよさそうだったらどんどん大きくしていく、こういうアプローチの

ものが必要で、その中から新しいものを考えて、そして追加のプロジェクトにしていく、こう

いった三つが必要だと思うんですね。 

 もう一つ、先ほどの１，０００億円の話はですけれども、この１，０００億円の中には、須
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藤さん、実はハードウェアも入っているんですよ。だから、例えばＡＩベースのＬＳＩを開発

するとか、あるいはＡＩとかセキュリティシステムを試験する場、テストベッドみたいな場を

つくっていく、実証の場をつくる、こういった費用も全部含めた額なんですね。ですから、今

までどちらかというとハードウェアのコンポーネントを中心にしていたプログラムを、ＡＩと

かセキュリティとかこういったソフトウェアを中心に考えて、そしてその中にハードウェアも

入ってくる。だからまあ我々がやろうとしていることなんですよね、システムをベースにして。

そういうものを全部引っくるめて１，０００億円ですので、決してハードウェアを軽く見てい

るわけではないということです。 

 それから、太陽電池にしても、ナノワイヤーだとか量子ドットだとか経済産業省と文部科学

省が似たようなプロジェクトを別々にやっているわけですよね。そういうものをもっと連携し

て効率的にやる。ハードウェアはね。そういう国全体としてのオプティマイゼーションが必要

ではないかと思います。 

○柏木座長 ありがとうございました。 

 いみじくも久間先生にまとめていただいたような形になりましたけれども、あと社会インフ

ラのあり方だとか共通の基盤のあり方だとか、これは大学ベースで調整し、そこら辺も一つこ

のＮＥＳＴＩ ２０５０にざっくり書いてある中で、もう少しこの中の基盤インフラ、統合化

技術の効果ということになるんだろうと思いますけれども、そこら辺もあわせて明確にしてい

く必要があるのではないかと思います。 

 それから、既にスマートコミュニティとか実証から実装という形で、福島でもまた５つ新し

く本格的なスマートコミュニティができますから、そういう統合化技術によるＣＯ２削減効果

みたいなもの、あるいは再生可能への取組効果だとかそういうことも検討課題の中に入ってい

くと、よりリアリティが増えていくと思いますので、それを踏まえてまた次回、ラフで結構な

んですけれども、ロードマップらしきものを出していただいて、それをまた皆さんに御意見を

頂いて修正して、精度を上げていくというふうにさせていただければと思います。 

 まだ時間がありますが、特段何かおっしゃっておかなければいけないという御要望等があり

ましたら。政府の方々も含めて、もしありましたらお願いしたいと思いますが。 

○久間議員 さっき髙原さんがおっしゃった自動運転でＣＯ２を削減すると。これは皆さん考

えていますよね。このエスティメーションといいますか、それでＣＯ２の削減が日本で、もし

もそれが１００％、２０５０年だったらかなりの割合で自動運転ができると想定したときに、

ＣＯ２の削減がどの程度できるのかという正しいエスティメーション等ができているかどうか、
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私はちょっと疑問です。それが２０３０年までのデータであるのかどうか、ちょっと調べる必

要がありますよね。何しろ大きいですので。 

○髙原構成員 久間先生の御意見に全く同感でありまして、加えて、先ほど私がＡＩという視

点を是非とお話ししましたのは、２点理由があります。１点は、ＡＩによる自動運転の支援行

為を行うと、ＡＩが大変な電力を消費します。すなわち自動車側でＣＯ２の排出量が減っても

スパコン側、あるいはその支援をする計算機側で大変な電力を消費して、総消費量はどうかと

いうことをあらかじめ議論していく必要があります。 

 あわせて、この領域は世界各国で北米を中心に大変進展が早くて、今、スタートしておかな

いと国際協調としての連携の接続性すら失ってしまうので、これは是非とも急ぐ必要があるの

ではないか、というこの２点であります。 

○須藤構成員 なので、デバイスをちゃんとやらなければ駄目だということが言いたかったん

ですよ。そこを忘れてしまうと、幾らＡＩが進歩しても同じことになってしまう。 

○柏木座長 なるほど、分かりました。全体最適化というか、それぞれそういう関係にありま

すから。 

 それでは、もしよろしければ今日はここまでにさせていただいて、事務局にお返ししたいと

思います。 

○鷹觜ディレクター それでは、最後に久間議員から一言お願いいたします。 

○久間議員 お忙しい中お集まりいただきまして、また活発な議論をしていただきまして、ど

うもありがとうございました。 

 本日の第１回エネルギー・環境イノベーション戦略推進ワーキンググループの閉会に当たり

まして、御挨拶を申し上げます。 

 このエネルギー・環境イノベーション戦略は、昨年末のＣＯＰ ２１で採択されたパリ協定

で言及された２℃目標という野心的な目標を実現するために、今年４月に安倍総理のもとで取

りまとめられました。また、今年１１月４日にはパリ協定が発効され、その直後からモロッ

コ・マラケシュで開催されたＣＯＰ ２２では、引き続き全ての国の参加のもとで交渉が行わ

れ、パリ協定の実施指針を２０１８年までに策定することが決定されました。今後、地球温暖

化対策のための各国の取組がますます進むと思われます。 

 このような状況を踏まえ、本戦略に関しても、現時点から着手できる取組を確実に進めてい

きたいと考えております。 

 本日のワーキンググループで御紹介いただいた政府、産業界の取組の現状を踏まえまして、
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戦略に記載された研究開発の推進体制等に関する論点についてさらに検討を進めていくこと、

長期の技術ロードマップを取りまとめていくことで、本戦略が推進されるよう取り組んでいた

だきたいと思います。是非よろしくお願いいたします。 

 本日はどうもありがとうございました。 

○鷹觜ディレクター それでは、最後に事務局から連絡事項を申し上げます。 

 本日は活発な御議論をいただきまして、ありがとうございました。 

 本日頂きました御意見をもとに、次回の推進ワーキンググループに向けて準備を進めてまい

りたいと思いますので、引き続き御協力のほどよろしくお願いいたします。 

 次回のワーキンググループは、２月下旬から３月で調整を進めております。構成員の皆様に

おかれましては御出席いただきたく、よろしくお願い申し上げます。 

 本日の議事録につきましては、関係者の皆様の御了解をいただいた上で、ホームページ上で

公開させていただきたいと考えております。 

 なお、机上の参考資料ファイルは置いたままで御退席ください。 

 以上でございます。本日はありがとうございました。 

午前１１時５１分 閉会 


